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会津若松市のご紹介

地理
福島県の西部に位置しており、磐梯山や猪苗代湖など豊かな自然に囲
まれた、自然景観に恵まれたまちです

歴史
古事記や日本書紀などにも「相津」と記され、東と北の出会う重要な
接点として位置づけられています。また、会津は、戊辰の戦いによっ
て武家支配が終焉を迎えるまで、中央と地方（奥州）との政治勢力が
拮抗する一大拠点でした。

産業
国内有数の観光産業、酒・漆器等の地場産業
ＩＣ関連の最先端産業、ＩＴ関連産業の創設

大学
平成５年開学の会津大学
先進のソフト・ハードウェア・サイエンティスト養成を目的
コンピュータと英語教育に特徴



会津若松市のご紹介

地元のコンピュータ専門大学「会津大学」を中心として、ICTに関連した産業や施策が発展。

会津大学 会津若松市役所

・平成5年開学のコンピュータ理工学専門大学
・先進的なコンピュータ教育

・OSSオフィスソフトウェアの導入、オープンデ
ータへの取組などの積極的な情報化施策
・「スマートシティ会津若松」を施政方針に掲げ
ICTを推進

卒業生・在学生がICTベンチャーとして起業。多数
の大学発ベンチャーが地域に集積
（学生1000人あたりの起業数は日本一）

・ICT関連産業を会津若松市の重要な地場産業とし
て認識



オープンデータの取組

オープンデータの取り組みや動向への着目
⇒平成24年7月3日～

市公式サイトからのデータ公開
⇒平成24年7月23日～ 住基人口、公共施設MAP

※Start Small

ライセンスの明示

CSVでデータ公開



オープンデータの取組

ダウンロード出来る
複数の形式に変換して
ダウンロード出来る

データ公開、機能要望など
リクエスト受付

DATA for CITIZEN（http://data4citizen.jp）
総務省「平成24年度補正予算 ICT街づくり推進事業」により構築

使いやすいアプリを提供
API経由でのデータ取得可能

使いやすいアプリを提供
API経由でのデータ取得可能



会津若松市の取組姿勢

Think Big
Start Small
Scale Fast

・取組の目標や全体像をイメージする
・出来る範囲で、小さく早く始める
・わかりやすいモデルを創り、コンセンサスを得る
・具体的なモデルを基に取組を拡大する



ユニバーサルデザイン・福祉の取組

第3次会津若松市ユニバーサルデザイン推進プランの中で「安全で快適な歩行空間の整備」
「冬期間における歩行環境の確保」を推進。



ユニバーサルデザイン・福祉の取組

公共施設・民間施設問わず市内1070ヶ所の施設について、施設基本情報やバリアフリー対応
状況などを整理した「福祉まっぷ」。
Webアプリを介して、マップ上で施設情報を確認することができる。



歩行者移動支援の取組

「会津若松市交通バリアフリー基本構想」における重点整備地区（公共施設の立地状況、主
要施設を基準とした徒歩圏のゾーニング等を抽出し設定）内の歩道30km超のネットワークデ
ータを整備。



歩行者移動支援の取組

現地調査事業に協力いただいた「OSM Fukushima」の歩道幅員調査手法が、アーバンデー
タチャレンジ2017にてデータ部門最優秀賞を受賞

アーバンデータチャレンジ2017・・・東京大学空間情報科学技術センター「G空間宇宙利用工学」社会連携・寄付研究
部門・一般社団法人社会基盤情報流通推進協議会（AIGID）主催のコンテスト



歩行者移動支援の取組

【苦労した点】

・各所属が保有しているデータは位置情報を「住所」や「路線名」で持っている場合が多く
、収集したデータに緯度経度を付与したり、地図と整合させる作業に時間を要する。

・「福祉」「防災」など各所属でデータ整備の目的が異なるため、同じようなデータでも各
所属で整備項目が微妙に異なっており、仕様に準拠したデータを整備しようとすると複数の
データの対応付けが必要になる。（表Aと表Bをマージ等して新たな表Cが生まれてしまう）

【今後の課題点】

・時々刻々と変わっていく、
冬期の歩行環境状況の反映



今後の展開
・市が保有する道路や施設などの情報を自由に使えるよう公開し、今年度だけでなく継続的
にデータを整備していく

道路・施設・バリアフリー関連データ

紙地図 スマホアプリ 音声案内 触地図 メガネ型デバイス

データを継続的に整備していけば、馴染みのある媒体にも、今後新しく世の中に
出てくる媒体にも柔軟に対応することができる

様々な媒体で情報を伝達・案内



国へ期待すること

・データ蓄積基盤、データフォーマットの共通化を強力に推し進めていただきたい

→データ活用事例は地方レベルで創出・横展開でOK

ただ、基盤・フォーマットを個別自治体任せにしておくと足並みを揃えること

が難しく、いつまで経っても国内でインパクトのある事例が生まれない

・オープンデータの取組に関する基準とXデーの設定

→「官民データ活用推進基本計画は努力義務」「オープンデータを「推進」する」

という姿勢では、地方自治体の取組状況を100%にすることは不可能

「何年何月何日までに」「何のデータを」「どのフォーマットで」公開するのか

明確に示さなければ、国内オープンデータは足踏みのまま



ご清聴ありがとうございました

▼会津若松市WEBサイトからの情報公開

「オープンデータの取組」ページ

http://www.city.aizuwakamatsu.fukushima.jp/docs/2009122400048/

詳しくは !!詳しくはWEBで!!


